
性質別 歳出

18億3,700万円
一般会計 歳出

18億3,700万円

　

単位：万円

公債費
12,037  7％

消防費
10,972
 6％

農林水産費
　4,549
 　3％

土木費
15,002
  8％

その他 
 7,527　4％

歳出を性質別でみると

人件費
41,236
  22％

補助費等
28,293
15％

物件費
29,232
 16％

普通建設
事業費
21,005
11％

公債費
12,037
 7％

積立金等
15,863
9％

扶助費
12,900
 7％

維持補修費
   1,861   1％

繰出金
22,009
 11％

繰出金
21,273
12％

総務費
35,214
  19％

民生費
23,884
 13％

衛生費
24,710　
13％

教育費
21,872  12％

諸出金
27,934
15％

　平成２４年度は、経費削減に努めたことにより歳出が抑えられたため、基金に
約９,４００万円を積み立てることができました。

基金残高の状況
その他

（単位：百万円）

財政調整基金
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東秩父村の健全化判断比率

（摘要）早期健全化基準の数値を超えた場合、財政健全化のための是正措置が必要
となります。赤字がないため、実質赤字比率と連結実績比率は「ー」で記載されま
す。将来負担比率は算定されないため「ー」で記載されます。

　平成２４年度決算に基づいて算定された東秩父村の健全化判断比率は下表のと
おりです。

区　　　　　　　分　　　　　　　　   東秩父村　早期健全化基準

　　　　　　　実質赤字比率
一般会計（※）の赤字から財政運営深刻度をみる比率（※村の
一般会計等とは、一般会計およびバス会計をあわせたもの）

　　　　　　連結実質赤字比率
全会計の赤字から財政運営深刻度をみる比率

　　　　　　 実質公債費比率
借金の返済額等の大きさから資金繰りの危険度をみる比率
（この比率は当該年度と過去２ヵ年の３ヵ年の平均値を算出）

　　　　　　  将来負担比率
村が抱える負債の残高から将来財政への圧迫度をみる比率

－

－

3.8％

ー

15％

20％

25％

350％

　

義
務
的
経
費
と
い
わ
れ
る
人
件
費
、

公
債
費
、
扶
助
費
の
総
額
は
、
歳
出

全
体
の
36
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

人
件
費
が
約
４
４
４
０
万
円
、
公

債
費
が
約
７
７
８
万
円
、
扶
助
費
が

約
３
８
０
万
円
の
減
額
と
な
り
ま
し

た
。

　

23
年
度
と
比
較
す
る
と
、
総
額
で

は
約
５
５
９
８
万
円
の
減
額
と
な
り

歳　

出

ま
し
た
。

　

投
資
的
経
費
で
あ
る
普
通
建
設
事

業
は
、
中
学
校
木
質
化
工
事
の
設
計
、

東
西
小
学
校
体
育
館
耐
震
補
強
工
事
、

「
や
ま
な
み
」
耐
震
補
強
工
事
・
空

調
工
事
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

建
設
事
業
の
総
額
は
約
２
億
１
０

０
５
万
円
で
、
23
年
度
と
比
較
し
て

約
１
６
８
９
万
円
の
増
額
で
す
。

　

そ
の
他
の
経
費
と
し
て
は
、
補
助

費
等
、
物
件
費
、
繰
出
金
、
積
立
金

等
、
維
持
補
修
費
が
あ
り
、
総
額
で

約
９
億
６
５
２
２
万
円
、
23
年
度
と

比
較
し
て
約
３
５
１
５
万
円
の
減
額

と
な
り
ま
し
た
。

1217

539

一般会計 歳入
19億9,422万円

平成24年度一般会計の状況
歳入総額　１９億９，４２２万円
歳出総額　１８億３，７００万円
差し引き　　１億５，７２２万円
　　　　　　　の黒字決算となりました。

 特別会計の決算状況

国民健康保険 ５億2,716万円 ４億3,060万円　 9,656万円

介 護 保 険 ４億1,658万円 ４億    58万円　 1,600万円

浄化槽設置管理　    3,378万円       3,274万円　   104万円

後期高齢者医療　    3,535万円       3,517万円　     18万円

簡 易 水 道　    9,051万円       7,889万円　 1,162万円

村 営 バ ス　    1,969万円       1,969万円　      0万円

    会計区分　　  収入済額　　   支出済額　 歳入歳出差引額

県支出金
8,124
4%

地方譲与税
2,343
1%

その他
13,020
　7%

単位：万円

国庫支出金
8,085　4%

交付金
3,671
2%

繰越金
18,202
 9%

村税
24,749　
12%

村債
11,590
 6%

平
成　

年
度 

決
算
報
告

24

平
成　

年
度 

決
算
報
告

24

　

平
成
24
年
度
決
算
が
９
月
に
開
催
さ
れ
た
村
議
会
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
一
般
会
計
で
は
、
歳

入
総
額
が
19
億
９
４
２
１
万
９
４
８
４
円
、
歳
出
総
額
が
18
億
３
６
９
９
万
７
０
２
１
円
で
、
差
し
引
き

１
億
５
７
２
２
万
２
４
６
３
円
の
黒
字
決
算
と
な
り
、
25
年
度
へ
繰
り
越
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
平
成
23

年
度
と
比
較
す
る
と
、
歳
入
で
９
９
０
４
万
３
０
３
８
円
（
４
・
73
％
）
、
歳
出
で
７
４
２
４
万
７
０
４

６
円
（
３
・
88
％
）
の
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

平
成
24
年
度
は
、
23
年
度
と
比
較

し
て
、
歳
入
が
約
９
９
０
４
万
円
の

歳　

入

減
少
と
な
る
な
か
、
歳
入
に
見
合
っ

た
行
政
運
営
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
県

支
出
金
は
昨
年
度
と
比
較
し
て
増
額

と
な
り
ま
し
た
が
、
地
方
交
付
金
を

は
じ
め
、
村
税
や
国
庫
支
出
金
な
ど

の
項
目
が
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
費
目
の
概
要
は
次
の
と
お
り

で
す
。

　

地
方
交
付
税
は
、
財
源
不
足
を
補

う
た
め
国
か
ら
交
付
さ
れ
、
村
の
歳

入
の
骨
格
と
な
っ
て
お
り
、
23
年
度

に
比
べ
約
１
１
９
万
円
の
減
額
と
な

り
ま
し
た
。

　

村
税
は
、
村
民
の
皆
さ

ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い

た
固
定
資
産
税
や
住
民
税

で
、
村
の
自
主
財
源
の
ほ

と
ん
ど
を
占
め
て
い
る
も

の
で
す
。
23
年
度
に
比
べ

約
８
０
３
万
円
の
減
額
で

す
。

　

村
債
は
、
村
が
事
業
を

行
う
う
え
で
、
財
源
不
足

を
補
う
た
め
の
借
入
金
で
、

将
来
交
付
税
措
置
さ
れ
る

有
利
な
特
例
地
方
債
（
臨

時
財
政
対
策
債
）
お
よ
び

過
疎
対
策
事
業
債
を
借
入

れ
て
い
ま
す
。
23
年
度
に

比
べ
約
４
６
５
０
万
円
の

減
額
で
す
。

　

繰
入
金
は
、
主
に
財
源

不
足
を
補
う
た
め
に
基
金

を
取
り
崩
し
て
繰
り
入
れ

た
も
の
で
す
が
、
23
年
度

に
比
べ
約
５
２
４
万
円
の

減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

繰
越
金
は
、
23
年
度
に

比
較
し
て
約
１
３
１
４
万
円
の
減
額

で
す
。

地方交付税
109,638　
　55%

地方交付税
109,638　
　55%


